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２　差別を感じる頻度
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３　感じた差別の種類

・
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【資料４】

多様性に満ちた社会づくりに関する県民アンケートの状況（8月末）

　回答者の年齢は、40代が37.1%で最も多く、次いで30歳代の30.3%、50歳代が16.7％と
なっている。

　「たまに感じることがあ
る」が40.2％で最も多く、次
いで「よく感じることがあ
る」が28.8％であった。

　頻度に関わらず、何らかの
差別を感じている人の割合
は、83.4％であった。

　２で「まったく感じることがない」とした以外の人に、複数回答可能として、感じた差
別に関して回答を求めた。

　「性別を理由としたもの」が70.9%で最も多く、次いで「職場に関するもの」が
69.1％、「性自認・性的指向等を理由としたもの」が59.1％となっている。
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性別を理由としたもの

性自認・性的指向等を理由としたもの

外国人に対するもの
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障害者に対するもの

疾病患者、医療従事者等に対するもの

犯罪被害者に対するもの
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子ども対するもの（学校等でのものを含む。）
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４　差別ごとの必要な対応策

・

・

５　差別を感じた場合の相談先

・

６　差別に関する学びの機会について
・

　「性別を理由としたもの」及び「性自認・性的指向等を理由としたもの」に関しては、
「学校における教育」が75%を超えており、必要と考えている人の割合が最も高い。

　「職場に関するもの」については、「相談窓口の整備」が78.2％で必要と考えている人
の割合が最も高い。

　差別があった場合の相談先については、「家族や友人など身近な人」が47.7%で最も割
合が高く、次いで「民間の相談窓口に相談」「国、県又は市町村の機関に相談」が共に
43.9％で高い割合を示している。

　どのような方法が学びの機会として好ましいかについては、「ウェブサイト」が45.5％
で最も割合が高く、次いで「ＳＮＳ（ツイッター、フェイスブック等）」「講演会、研修
会」が共に42.4％、「テレビ」が37.9％であった。

家族や友人など身近な人

勤務先の上司や学校の先生に相談

民間の相談窓口に相談

弁護士、法テラスに相談

国、県又は市町村の機関に相談
その他
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講演会、研修会
スポーツ等各種イベントでの広報活動

パンフレット、冊子等
新聞

ポスター等街頭広告
ラジオ
テレビ

ウェブサイト
ＳＮＳ（ツイッター、フェイスブック等）

動画サイト（ユーチューブ等）その他
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性別を理由としたもの

職場に関するもの

性自認・性的指向等を理由としたもの

家庭における教育

学校における教育

広報・啓発

相談窓口の整備

差別を受けた人への支援

法令等による規制

その他


